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参考資料-1 

核物質防護上の理由により一部マスキング 

(1) 本文 

令和 3 年 3 月 30 日付け原規規発第 2103302 号をもって承認された 

京都大学複合原子力科学研究所原子炉設置変更承認申請書（臨界実験装置の変更）本文 

令和 4 年 4 月 28 日付け原規規発第 2204282 号をもって承認された 

京都大学複合原子力科学研究所原子炉設置変更承認申請書（臨界実験装置の変更）本文 
備考 

5. 試験研究用等原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備 

イ. 試験研究用等原子炉施設の位置 

(2) 敷地内における主要な試験研究用等原子炉施設の位置 

敷地は南北に長いほぼ矩形であり、臨界実験装置は敷地内のほぼ中央で、研究用原子炉の

北東約 80m に位置する。 

主要な原子炉施設としての建物等は次のとおりである。 

原子炉建屋、制御室、機械室（以上、臨界集合体棟）、廃液タンク、中央管理室（ ）、

中央観測所、第 1 固形廃棄物倉庫、第 2 固形廃棄物倉庫 

 

 

5. 試験研究用等原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備 

イ. 試験研究用等原子炉施設の位置 

(2) 敷地内における主要な試験研究用等原子炉施設の位置 

敷地は南北に長いほぼ矩形であり、臨界実験装置は敷地内のほぼ中央で、研究用原子炉の

北東約 80m に位置する。 

主要な原子炉施設としての建物等は次のとおりである。 

原子炉建屋、制御室、機械室（以上、臨界集合体棟）、廃液タンク、中央管理室、 

中央観測所、第 1 固形廃棄物倉庫、第 2 固形廃棄物倉庫 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 記載の適正化（中

央管理室の位置情

報の削除） 

 

5. 試験研究用等原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備 

ハ. 原子炉本体の構造及び設備 

(1) 炉心 

(ⅰ) 構造 

A 及び B の両架台は、ほぼ同じ構造を有する固体減速架台で、炉心及び制御棒駆動装置

を支える 2 段式の支持構造とする。炉心は架台支持構造第 1 段に設置された炉心格子板上

に燃料集合体、反射体及びさや管等を立てて構成される。炉心格子板は 29 行×29 列の大

きさである。炉心格子の中心部は、周辺の固定部から分離されて独立に落下するようにな

っている。この中心部の大きさは、A 架台では 3 行×3 列、B 架台では 5 行×5 列の大きさ

である。この中心架台は、油圧によって下から押上げられる。このための油圧装置は安全

のために中心架台が上の方に来るほど順次自動的に上昇速度が低下する構造になってい

る。この中心架台の落下は、制御棒の炉心挿入に対して独立した系統の反応度抑制機構を

5. 試験研究用等原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備 

ハ. 原子炉本体の構造及び設備 

(1) 炉心 

(ⅰ) 構造 

A 及び B の両架台は、ほぼ同じ構造を有する固体減速架台で、炉心及び制御棒駆動装置

を支える 2 段式の支持構造とする。炉心は架台支持構造第 1 段に設置された炉心格子板上

に燃料集合体、反射体及びさや管等を立てて構成される。炉心格子板は 29 行×29 列の大

きさである。炉心格子の中心部は、周辺の固定部から分離されて独立に落下するようにな

っている。この中心部の大きさは、A 架台では 3 行×3 列、B 架台では 5 行×5 列の大きさ

である。この中心架台は、油圧によって下から押上げられる。このための油圧装置は安全

のために中心架台が上の方に来るほど順次自動的に上昇速度が低下する構造になってい

る。この中心架台の落下は、制御棒の炉心挿入に対して独立した系統の反応度抑制機構を

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

参考資料-2 

核物質防護上の理由により一部マスキング 

形成し、特に停止時、完全な炉心分離による未臨界状態維持の機能を果たす。なお、この

中心架台の上昇のみで臨界に到達させることはない。 

燃料集合体等を構成するさや管はアルミニウム製で、有効高さ で断面は

の角形である。また、制御棒案内管及び固体減速架台炉心用挿入管（検出器や

試料及びパルス状中性子発生装置の延長管挿入用等）を備える。 

C架台は軽水減速架台で、炉心タンク及び制御棒駆動装置を支える 2 段式の支持構造と

する。炉心は、直径 、深さ のアルミニウム製炉心タンクの中に設けられる。炉

心は炉心格子板に燃料集合体をはめ込んで立てる構造である。 

軽水以外の反射材は必要に応じ、容器に密閉し、炉心格子板に固定する。炉心格子板は

の大きさである。炉心格子板は水平に 2 分割できる構造になっていて、その

一方は固定、他の一方は可動として、その間隔は、0cm から約 20 cmまで自由に変えられ

る。寸法はそれぞれ である。炉心タンクへの給水は、ポンプによって行わ

れる。臨界近接は水位制御又は制御棒駆動によって行う。緊急停止の際は、ダンプ弁を開

いて炉心タンクの水を下のダンプタンクに速やかに排水する。これは制御棒の炉心挿入に

対して独立した系統の反応度抑制機構を形成し、特に停止時、完全な未臨界状態に保つ機

能を果たす。炉心タンクには、水の加熱と保温のための電気ヒータを含むループを設ける。

また、ダンプタンクには水の加熱のための電気ヒータを設ける。 

炉心を構成する標準型燃料板支持フレームは外形寸法が であ

る。また、制御棒案内管及び軽水減速炉心用挿入管（検出器挿入用等）を備える。 

 

 

形成し、特に停止時、完全な炉心分離による未臨界状態維持の機能を果たす。なお、この

中心架台の上昇のみで臨界に到達させることはない。 

燃料集合体等を構成するさや管はアルミニウム製で、有効高さ で断面は

の角形である。また、制御棒案内管及び固体減速炉心用挿入管（検出器や照射

物及びパルス状中性子発生装置の延長管挿入用等）を備える。 

C架台は軽水減速架台で、炉心タンク及び制御棒駆動装置を支える 2 段式の支持構造と

する。炉心は、直径 、深さ のアルミニウム製炉心タンクの中に設けられる。炉

心は炉心格子板に燃料集合体をはめ込んで立てる構造である。 

軽水以外の反射材は必要に応じ、容器に密閉し、炉心格子板に固定する。炉心格子板は

の大きさである。炉心格子板は水平に 2 分割できる構造になっていて、その

一方は固定、他の一方は可動として、その間隔は、0cm から約 20cm まで自由に変えられ

る。寸法はそれぞれ である。炉心タンクへの給水は、ポンプによって行わ

れる。臨界近接は水位制御又は制御棒駆動によって行う。緊急停止の際は、ダンプ弁を開

いて炉心タンクの水を下のダンプタンクに速やかに排水する。これは制御棒の炉心挿入に

対して独立した系統の反応度抑制機構を形成し、特に停止時、完全な未臨界状態に保つ機

能を果たす。炉心タンクには、水の加熱と保温のための電気ヒータを含むループを設ける。

また、ダンプタンクには水の加熱のための電気ヒータを設ける。 

燃料集合体を構成する標準型燃料板支持フレームは外形寸法が

である。また、制御棒案内管及び軽水減速炉心用挿入管（検出器挿入用等）を備え

る。 

 

 

 

 

・ 記載の適正化（用

語の統一、3箇所） 
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5. 試験研究用等原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備 

ハ. 原子炉本体の構造及び設備 

(1) 炉心 

(ⅱ) 燃料体の最大挿入量 

 

5. 試験研究用等原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備 

ハ. 原子炉本体の構造及び設備 

(1) 炉心 

(ⅱ) 燃料体の最大挿入量 

燃料体の最大挿入量は以下のとおりとする。なお、以降、濃縮ウランのうち、濃縮度が

 

 

 

 

・ 用語の定義（燃料



 

参考資料-3 

核物質防護上の理由により一部マスキング 

 

 

 

 

固体減速炉心 濃縮ウラン  （U-235量） 

 天然ウラン  

 トリウム  

軽水減速炉心 濃縮ウラン  （U-235量） 

 

 

 

 

 

20%以上のものを高濃縮ウラン、 のものを低濃縮ウランと記載し、高濃縮ウラン

の燃料要素を用いた炉心を高濃縮ウラン炉心、低濃縮ウランの燃料要素を用いた炉心を低

濃縮ウラン炉心と記載する。 

高濃縮ウラン炉心 

固体減速炉心 濃縮ウラン（濃縮度 ）  （U-235量）* 

 天然ウラン   

 トリウム   

軽水減速炉心 濃縮ウラン（濃縮度 ）  （U-235量）* 

* ただし、固体減速炉心及び軽水減速炉心を合わせて 未満の挿入量とする 

低濃縮ウラン炉心 

固体減速炉心 濃縮ウラン（濃縮度 ）  （U-235量） 

軽水減速炉心 濃縮ウラン（濃縮度 ）  （U-235量） 

 

及び炉心の書き分

けのため） 

 

・ 炉心の書分け 

・ 濃縮度追記（3 行下

も） 

・ トリウム挿入量削

減 

・ 高濃縮燃料挿入量

削減 

・ 低濃縮炉心の最大

挿入量の追記 

 

5. 試験研究用等原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備 

ハ. 原子炉本体の構造及び設備 

(1) 炉心 

(ⅲ) 主要な核的制限値 

最大過剰反応度 

固体減速炉心 0.35%Δk/k 

軽水減速炉心 0.5 %Δk/k 

 

 

反応度温度係数 

 

軽水減速炉心 2×10-4Δk/k/℃以下 

減速材対燃料の割合 

5. 試験研究用等原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備 

ハ. 原子炉本体の構造及び設備 

(1) 炉心 

(ⅲ) 主要な核的制限値 

過剰反応度 

固体減速炉心 0.35%Δk/k以下 

軽水減速炉心 0.5 %Δk/k以下 

過剰反応度は、臨界状態の炉心に印加されると想定されるすべての正の反応度を加

えた値 

反応度温度係数 

固体減速炉心 2×10-4Δk/k/℃以下 

軽水減速炉心 2×10-4Δk/k/℃以下 

減速材対燃料の割合 

 

 

 

 

・ 記載の適正化（他

の制限との書きぶ

りの統一、3箇所） 

・ 過剰反応度の定義

の明確化 

 

・ 固体減速炉心の制

限の追記 

 



 

参考資料-4 

核物質防護上の理由により一部マスキング 

固体減速炉心 H/U-235 の原子数比 4.0×102以下 

 C/U-235 の原子数比 1.6×104以下 

軽水減速炉心 H/U-235 の原子数比 4.0×102以下 

 

固体減速炉心 H/U-235 の原子数比 4.0×102以下 

 C/U-235 の原子数比 1.6×104以下 

軽水減速炉心 H/U-235 の原子数比 4.0×102以下 

 

 

 

 

 

5. 試験研究用等原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備 

ハ. 原子炉本体の構造及び設備 

(1) 炉心 

(ⅴ) その他の制限 

a. 固体減速炉心は室温で使用し、人為的に炉心温度の昇降は行わない。ただし、パイ

ルオシレータ使用時の実験用試料温度は局部的に-270℃～1000℃の間で可変であ

り、周辺の炉心部へ伝わり難いよう断熱構造とする。 

b. 固体減速炉心において中心架台が下限の状態で炉心開口部に異物が落下することに

より臨界となることを防ぐため、固体減速炉心の中心架台には、燃料要素を含む少

なくとも 1 体の燃料集合体を装荷する。ただし過剰反応度が負の場合は除く。 

c. 固体減速炉心に装荷する燃料集合体及び反射体の最上部及び最下部には耐火性を持

たせるため厚さ 5cm 以上の黒鉛又は金属を装填することとする。ただし、検出器等

の挿入孔のある集合体等で設置できない場合を除く。さらに、炉心周辺の最低 1 層

は耐火性を持つ黒鉛又は金属を入れたさや管で囲むこととする。ただし、パルス状

中性子発生装置及び中性子発生設備のターゲット付近の一部は除く。 

 

 

 

 

 

 

 

5. 試験研究用等原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備 

ハ. 原子炉本体の構造及び設備 

(1) 炉心 

(ⅴ) その他の制限 

a. 固体減速炉心は室温で使用し、人為的に炉心温度の昇降は行わない。ただし、パイ

ルオシレータ使用時の実験物の温度は局部的に-270℃～1000℃の間で可変であり、

周辺の炉心部へ伝わり難いよう断熱構造とする。 

b. 固体減速炉心において中心架台が下限の状態で炉心開口部に異物が落下することに

より臨界となることを防ぐため、固体減速炉心の中心架台には、燃料要素を含む少

なくとも 1 体の燃料集合体を装荷する。ただし過剰反応度が負の場合は除く。 

c. 固体減速炉心に装荷する燃料集合体及び反射体の最上部及び最下部には耐火性を持

たせるため厚さ 5cm 以上の黒鉛又は金属を装填することとする。ただし、検出器等

の挿入孔のある集合体等で設置できない場合を除く。さらに、炉心周辺の最低 1 層

は耐火性を持つ黒鉛又は金属を入れたさや管で囲むこととする。ただし、パルス状

中性子発生装置及び中性子発生設備のターゲット付近の一部は除く。 

d. 低濃縮ウランの燃料要素を用いて固体減速炉心用燃料集合体を構成する場合、角板

とポリエチレン板の組み合わせは、角板 1枚と 11/16インチ厚ポリエチレン板の組

み合わせ（H/U-235 の原子数比の最も大きなもの）から、角板 2 枚と 1/8 インチ厚

ポリエチレン板の組み合わせ（H/U-235 の原子数比の最も小さなもの）までの範囲

とする。また、ポリエチレン板は、1/8 インチ厚と 1/16インチ厚のもの以外は使用

しない。 

e. 低濃縮ウランの燃料要素を用いて固体減速炉心用燃料集合体を構成する場合、角板

 

 

 

 

 

・ 記載の適正化（用

語の統一） 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 低濃縮炉心の制限

の追記（d.～s.） 

 

 

 

 

 



 

参考資料-5 

核物質防護上の理由により一部マスキング 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

とポリエチレン板の組み合わせは、1種類のみとする。 

f. 低濃縮ウランの燃料要素を用いて固体減速炉心用燃料集合体を構成する場合、角板

とポリエチレン板が組み合わされる領域の高さは、31cm 以上、47cm 以下とする。た

だし、過剰反応度調整のための燃料集合体では、それが 30cm 以下となるものも 2 体

までは使用してもよいが、制御棒に隣接して配置しない。 

g. 低濃縮ウランの燃料要素を用いて固体減速炉心用燃料集合体を構成する場合、角板

とポリエチレン板が組み合わされる領域の上部及び下部には、25cm厚以上のポリエ

チレン反射材を装填する。 

h. 低濃縮ウランの燃料要素を用いて固体減速炉心を構築する場合、炉心は、1 種類の

H/U-235 の原子数比の燃料集合体のみを使用する単一炉心とする。 

i. 低濃縮ウランの燃料要素を用いて固体減速炉心を構築する場合、炉心周囲には、3層

以上のポリエチレン反射体を装荷する。ただし、検出器等の挿入のためにポリエチ

レン反射体が装荷できない場合を除く。 

j. 低濃縮ウランの燃料要素を用いて固体減速炉心を構築する場合、天然ウラン及びト

リウムの燃料要素は使用しない。また、黒鉛は、減速材及び反射材として使用しな

い。 

k. 低濃縮ウランの燃料要素を用いて固体減速炉心を構築する場合、炉心に対して水平

方向に線対称となるように制御棒を配置する。 

l. 低濃縮ウランの燃料要素を用いて軽水減速炉心用燃料集合体を構成する場合、支持

フレームへの標準型燃料板装填ピッチは、約 3mm、約 3.5mm、約 4.5mm 及び約 6mm の

4種類とする。 

m. 低濃縮ウランの燃料要素を用いて軽水減速炉心を構築する場合、炉心は、1 種類の

標準型燃料板装填ピッチの燃料集合体のみを使用する。 

n. 低濃縮ウランの燃料要素を用いて 2 分割軽水減速炉心を構築する場合、約 4.5mm又

は約 6.0mm の標準型燃料板装填ピッチの燃料集合体のみを使用する。 

o. 低濃縮ウランの燃料要素を用いて軽水減速炉心を構築する場合、燃料集合体は、4 列
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又は 5 列に配列する。ただし、約 6.0mm の標準型燃料板装填ピッチの燃料集合体を

使用する 2 分割炉心については、4 列のみとする。 

p. 低濃縮ウランの燃料要素を用いて 2 分割軽水減速炉心を構築する場合、燃料集合体

は、分割面に対して対称に配置する。分割幅は、15cm 以下とする。 

q. 低濃縮ウランの燃料要素を用いて軽水減速炉心を構築する場合、各列の標準型燃料

板の装填枚数の総数の差異は、2枚以内とする。 

r. 低濃縮ウランの燃料要素を用いて軽水減速炉心を構築する場合、重水は、反射材と

して使用しない。 

s. 低濃縮ウランの燃料要素を用いて軽水減速炉心を構築する場合、炉心に対して水平

方向に線対称となるように制御棒を配置する。ただし、2 分割炉心においては、分割

面の中心点に対して点対称となるように制御棒を配置しても良いこととする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5. 試験研究用等原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備 

ハ. 原子炉本体の構造及び設備 

(2) 燃料体 

(ⅰ) 燃料材の種類 

固体減速炉心用 

ウランアルミニウム合金（U-Al）（角板） 

濃縮度  

 

 

 

 

軽水減速炉心用 

ウランアルミニウム合金（U-Al）（標準型燃料板、彎曲型燃料板） 

濃縮度  

5. 試験研究用等原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備 

ハ. 原子炉本体の構造及び設備 

(2) 燃料体 

(ⅰ) 燃料材の種類 

固体減速炉心用 

ウランアルミニウム合金（U-Al）（角板） 

濃縮度  

ウランモリブデン・アルミニウム分散型燃料（U7Mo－Al）（角板） 

（ウランモリブデンの主成分は U7Moとし、ウランを の割合でアルミニウ

ム中に分散させたものとする） 

濃縮度  

軽水減速炉心用 

ウランアルミニウム合金（U-Al）（標準型燃料板、彎曲型燃料板） 

濃縮度  

 

 

 

 

 

 

 

・ 固体減速炉心用低

濃縮燃料の追記 
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ウランアルミニウム分散型合金（UAlx-Al）（彎曲型燃料板） 

濃縮度  

 

 

 

 

この他試験用として、炉心の一部に天然ウラン、トリウムの金属又は酸化物を使用する。 

 

 

ウランアルミニウム分散型合金（UAlx-Al）（彎曲型燃料板） 

濃縮度  

ウランシリサイド・アルミニウム分散型燃料（標準型燃料板） 

（ウランシリサイドの主成分は U3Si2とし、ウランを の割合でアルミニウ

ム中に分散させたものとする） 

濃縮度  

 

 

 

 

 

・ 軽水減速炉心用低

濃縮燃料の追記 

 

 

・ 試験用天然ウラン

等の使用停止 

 

5. 試験研究用等原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備 

ハ. 原子炉本体の構造及び設備 

(2) 燃料体 

(ⅱ) 被覆材の種類 

固体減速炉心用 耐放射線性プラスチック 

 

 

軽水減速炉心用 アルミニウム（JIS A 1200P又は JIS A 5052相当） 

 

 

 

 

5. 試験研究用等原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備 

ハ. 原子炉本体の構造及び設備 

(2) 燃料体 

(ⅱ) 被覆材の種類 

固体減速炉心用 

濃縮度  耐放射線性プラスチック 

濃縮度  耐食性アルミニウム 

軽水減速炉心用 U-Al または UAlx-Al燃料材についてはアルミニウム（JIS A 1200P又

は JIS A 5052相当） 

 ウランシリサイド・アルミニウム分散型燃料材については耐食性アル

ミニウム 

 

 

 

 

 

 

・ 燃料の書分けと低

濃縮燃料用被覆材

の追記（固体減速

炉心用、軽水減速

炉心用） 

 

 

5. 試験研究用等原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備 

ハ. 原子炉本体の構造及び設備 

(2) 燃料体 

(ⅲ) 燃料要素の構造 

固体減速炉心用 

5. 試験研究用等原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備 

ハ. 原子炉本体の構造及び設備 

(2) 燃料体 

(ⅲ) 燃料要素の構造 

固体減速炉心用 
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濃縮ウラン 角板  

  （この内に含まれる U-235 量は であ

る。） 

 

 

 

天然ウラン及びトリウム   

 

 

軽水減速炉心用 

濃縮ウラン 

a. 標準型燃料板 （被覆を含む） 

  （この内に含まれる U-235量は である。） 

b. 彎曲型燃料板 （被覆を含む） 

  （この内に含まれる U-235量は である。） 

 

 

 

なお、彎曲型燃料板は燃料として炉心で用いないこととする。 

 

 

 

 

高濃縮ウラン 角板  

  （この内に含まれる U-235 量は であ

る。） 

低濃縮ウラン 角板  

  （この内に含まれる U-235 量は であ

る。） 

天然ウラン及びトリウム   

なお、低濃縮ウランの燃料要素を用いて固体減速炉心を構築する場合、天然ウラン及

びトリウムは使用しない。 

軽水減速炉心用 

高濃縮ウラン 

a. 標準型燃料板 （被覆を含む） 

  （この内に含まれる U-235量は である。） 

b. 彎曲型燃料板 （被覆を含む） 

  （この内に含まれる U-235量は である。） 

低濃縮ウラン 

a. 標準型燃料板 （被覆を含む） 

  （この内に含まれる U-235量は である。） 

なお、彎曲型燃料板は燃料として炉心で用いないこととする。 

高濃縮ウランの燃料要素と低濃縮ウランの燃料要素は同時に炉心で用いないこととす

る。 

 

 

・ 燃料の書分け 

 

 

・ 低濃縮燃料の追記 

 

 

 

・ 低濃縮炉心の制限

追記 

 

 

・ 燃料の書き分け 

 

 

 

 

・ 低濃縮燃料の追記 

 

 

・ 異種燃料の混用を

禁止する制限の追

記 

 

5. 試験研究用等原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備 

ハ. 原子炉本体の構造及び設備 

(3) 減速材及び反射材の種類 

5. 試験研究用等原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備 

ハ. 原子炉本体の構造及び設備 

(3) 減速材及び反射材の種類 
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固体減速架台においては、黒鉛又はポリエチレンを用いる。また、軽水減速架台において

は、減速材として軽水を用いる。反射材としては、主に軽水を用いるが、重水を用いること

がある。重水はあらかじめ定めた量をアルミニウム製の重水タンクに封入し、炉心格子板に

固定して用いる。 

 

 

 

ただし、炉心の特性試験用として、これらの炉心の一部にベリリウム、アルミニウム、ア

ルミナ、鉄、ステンレス鋼、鉛等を用いることがある。 

 

 

高濃縮ウランの燃料要素を用いる固体減速炉心においては、減速材及び反射材として黒鉛

又はポリエチレンを用いる。低濃縮ウランの燃料要素を用いる固体減速炉心においては、減

速材及び反射材としてポリエチレンを用い、黒鉛は用いない。また、高濃縮ウランの燃料要

素を用いる軽水減速炉心においては、減速材として軽水を用いる。反射材としては、主に軽

水を用いるが、重水を用いることがある。重水はあらかじめ定めた量をアルミニウム製の重

水タンクに封入し、炉心格子板に固定して用いる。低濃縮ウランの燃料要素用いる軽水減速

炉心においては、減速材及び反射材として軽水を用い、重水は用いない。 

ただし、炉心の特性試験用として、これらの炉心の一部にベリリウム、アルミニウム、ア

ルミナ、鉄、ステンレス鋼、鉛、ウラン等を用いることがある。 

 

 

・ 低濃縮炉心におけ

る黒鉛の使用を停

止する制限の追記 

 

 

 

 

 

・ 炉心特性試験用ウ

ランの追記 

 

5. 試験研究用等原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備 

ニ. 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設の構造及び設備 

(1) 核燃料物質取扱設備の構造 

燃料室に核燃料物質の取扱設備として作業机を設ける。 

作業机は燃料体を取扱う能力を有する設計とし、燃料要素の種類ごとに一度に取扱うこと

のできる枚数を定めることで、臨界に達することを防止する設計とする。燃料体の取扱いは

すべて手作業で行い、クレーン等の機械を用いないものとする。 

 

5. 試験研究用等原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備 

ニ. 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設の構造及び設備 

(1) 核燃料物質取扱設備の構造 

燃料室に燃料体の組立解体場所を設定し、核燃料物質の取扱設備として作業机を設ける。 

作業机は燃料体を取扱う能力を有する設計とし、燃料要素の種類ごとに一度に取扱うこと

のできる枚数を定めることで、臨界に達することを防止する設計とする。燃料体の取扱いは

すべて手作業で行い、クレーン等の機械を用いないものとする。 

 

 

 

 

・ 記載の適正化（燃

料体の組立解体場

所の追記） 

 

 

5. 試験研究用等原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備 

ニ. 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設の構造及び設備 

(2) 核燃料物質貯蔵設備の構造及び貯蔵能力 

核燃料物質の貯蔵施設として燃料室を設け、その中に燃料貯蔵棚を設ける。燃料はバード

ケージに入れて燃料貯蔵棚に納める。固体減速架台用燃料は、バードケージあたり U-235 量

にして 以下の濃縮ウランを入れる。また、軽水減速架台用燃料は、バードケージあ

たり U-235量にして 以下の濃縮ウランを入れる。全体で U-235量にして まで

5. 試験研究用等原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備 

ニ. 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設の構造及び設備 

(2) 核燃料物質貯蔵設備の構造及び貯蔵能力 

核燃料物質の貯蔵施設として燃料室を設け、その中に燃料貯蔵棚を設ける。ウランの燃料

要素はバードケージに入れて燃料貯蔵棚に納める。固体減速炉心用のウランの燃料要素は、

バードケージあたり U-235量にして 以下を入れる。また、軽水減速炉心用のウラン

の燃料要素は、バードケージあたり U-235量にして 以下を入れる。全体としての燃料

 

 

 

・ 記載の適正化（対

象の明確化、3 箇

所） 

・ 高濃縮燃料貯蔵量
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貯蔵できる。 

 

 

 

 

燃料貯蔵棚は燃料要素を貯蔵することができる十分な容量を有する設計とする。燃料要素

はバードケージに収納して保管し、バードケージには燃料要素の種類ごとに収納可能な枚数

を定め、かつ反射材及び減速材と隔離して貯蔵することで、未臨界を確実に担保するものと

する。また、バードケージを納める燃料貯蔵棚は、バードケージごとに十分な隔離距離を設

け、想定されるいかなる場合においても臨界に達するおそれのない配置とする。 

なお、バードケージは、物理的に収納可能な最大枚数まで燃料要素を収納したとしても、

臨界に達するおそれはない設計とする。燃料取扱場所に複数台の放射線モニタを設け、放射

線量が設定値を超えたときには現場及び制御室で警報を発する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

貯蔵棚の貯蔵量は、U-235量にして までである。そのうち、高濃縮ウランの燃料要素

については、U-235 量にして 未満である。トリウムの燃料要素は、トリウム貯蔵庫に収

める。燃料室にトリウムは、 まで貯蔵できる。 

固体減速炉心用燃料要素と軽水減速炉心用燃料要素は同じバードケージには収納しない。

また、濃縮度が異なるウランの燃料要素は同じバードケージには収納しない。 

燃料貯蔵棚及びトリウム貯蔵庫は全ての燃料要素を貯蔵することができる十分な容量を有

する設計とする。ウランの燃料要素はバードケージに収納して保管し、バードケージにはウ

ランの燃料要素の種類ごとに収納可能な枚数を定め、かつ、反射材、減速材及びトリウム貯

蔵庫と隔離して貯蔵することで、未臨界を確実に担保するものとする。また、バードケージ

を納める燃料貯蔵棚は、バードケージごとに十分な隔離距離を設け、想定されるいかなる場

合においても臨界に達するおそれのない配置とする。 

なお、バードケージは、物理的に収納可能な最大枚数まで燃料要素を収納したとしても、

臨界に達するおそれはない設計とする。トリウム貯蔵庫は、不燃性材料を用いるとともに、

物理的に収納可能な最大枚数まで燃料要素を収納したとしても、臨界に達するおそれはない

設計とする。また、トリウム貯蔵庫は、内部に収めた燃料要素からの放射線に対して適切な

遮蔽能力を有するよう設計する。 

燃料室に複数台の放射線モニタを設け、放射線量が設定値を超えたときには現場及び制御

室で警報を発する設計とする。 

 

の削減 

・ トリウム貯蔵庫の

追記 

・ 異種燃料を混在さ

せて貯蔵するこ

と、反射材等と近

接させて貯蔵する

ことを禁止する制

限の追記 

 

 

 

・ トリウム貯蔵庫の

設計方針の追記 

 

・ 段落の新設 

・ 記載の適正化（場

所の明確化） 

 

5. 試験研究用等原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備 

へ. 計測制御系統施設の構造及び設備 

(3) 制御設備 

反応度制御系統として制御棒及び水位制御（軽水減速架台のみ）を設け、通常運転時に予

想される温度変化、実験物の状態変化等による反応度変化を調整し、所要の運転状態に維持

し得る設計とする。 

原子炉停止系統は、運転状態から炉心を未臨界に移行することができ、かつ、未臨界を維

5. 試験研究用等原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備 

へ. 計測制御系統施設の構造及び設備 

(3) 制御設備 

反応度制御系統として制御棒を設け、通常運転時に予想される温度変化、実験物の状態変

化等による反応度変化を調整し、所要の運転状態に維持し得る設計とする。 

 

原子炉停止系統は、運転状態から炉心を未臨界に移行することができ、かつ、未臨界を維

 

 

 

・ 記載の適正化（反

応度制御設備とし

ての水位制御の削

除） 
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持できる機構の異なる二つの独立した系統として、制御棒と中心架台（固体減速架台のみ）

又はダンプ弁（軽水減速架台のみ）を有する設計とする。通常運転時、運転時の異常な過渡

変化時及び設計基準事故時において、固体減速架台においては制御棒と中心架台、軽水減速

架台においては制御棒とダンプ弁のうち、少なくとも一つが作動することにより、炉心を未

臨界に移行することができ、かつ、未臨界を維持できる設計とする。 

 

 

持できる機構の異なる二つの独立した系統として、制御棒と中心架台（固体減速架台のみ）

又はダンプ弁（軽水減速架台のみ）を有する設計とする。通常運転時、運転時の異常な過渡

変化時及び設計基準事故時において、最大反応度効果を持つ制御棒 1 本が作動しない場合で

も、残りの制御棒が作動することにより、炉心を未臨界に移行することができ、かつ、未臨

界を維持できる設計とする。さらに、固体減速架台においては中心架台、軽水減速架台にお

いてはダンプ弁が作動することにより、冷温状態において未臨界維持ができる設計とする。 

 

 

 

・ 記載の適正化（制

御設備の役割の明

確化） 

 

 

5. 試験研究用等原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備 

へ. 計測制御系統施設の構造及び設備 

(3) 制御設備 

(ⅰ) 制御材の個数及び構造 

制御棒 

a. 個数 1 炉心につき 6本 

b. 種類 中性子吸収体（ホウ素、カドミウム、ハフニウム、ステンレス鋼のいず

れか、又はこれらの組合せ） 

c. 寸法 固体減速架台用 外径 5cm 以下 

   有効長 約 1.5m 

  軽水減速架台用 外径 5cm 以下 

   有効長 約 0.7m 

d. その他 制御棒駆動装置を取外すときは、その架台には制御棒を入れたままに

しておく。 

水位制御 

a. 個数 1 系統（軽水減速架台のみ） 

b. 種類 軽水 

 

 

5. 試験研究用等原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備 

へ. 計測制御系統施設の構造及び設備 

(3) 制御設備 

(ⅰ) 制御材の個数及び構造 

制御棒 

a. 個数 1 炉心につき 6本 

b. 種類 中性子吸収体（ホウ素、カドミウム、ハフニウム、ステンレス鋼のいず

れか、又はこれらの組合せ） 

c. 寸法 固体減速架台用 外径 5cm 以下 

   有効長 約 1.5m 

  軽水減速架台用 外径 5cm 以下 

   有効長 約 0.7m 

d. その他 制御棒駆動装置を取外すときは、その架台には制御棒を入れたままに

しておく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 記載の適正化（反

応度制御設備とし

ての水位制御の削

除） 
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5. 試験研究用等原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備 

へ. 計測制御系統施設の構造及び設備 

(3) 制御設備 

(ⅱ) 制御材駆動設備の個数及び構造 

制御棒駆動装置 駆動装置は固定板に固定され、制御棒は上方から炉心に挿入される。

この駆動装置は全体で 1組だけが設けられ、各架台に共通したもので

ある。固定板は運転する架台に炉室天井クレーンで移動する構造とす

る。スクラム時には、制御棒保持用電磁石電流が遮断されて制御棒は

自重により自然落下する。 

a. 個数 6本 

b. 駆動長 約 1.6m 

c. 駆動方式 電動機によるスクリューナット方式 

d. 駆動速度 0.5m/min以下 

e. 制御棒落下時間 1秒以下（スクラム信号発生から全挿入までの時間） 

水位制御装置 軽水減速架台は次に掲げるものからなる水位制御装置を設ける。 

a. 高速給水回路 高速給水ポンプ（1 台）、高速給水弁及び高速給水リミット

スイッチよりなる。 

b. 低速給水回路 低速給水ポンプ（1 台）と低速給水弁よりなる。 

c. 水位制御設備 微調整給水タンク、微調整給水弁及び微調整排水弁よりな

る。給水用のポンプは低速給水ポンプを共有する。 

d. 排水回路 ダンプ弁の開放により炉心タンク水を下のダンプタンクに

速やかに排水する。また、通常排水弁の開放により炉心タ

ンク水を下のダンプタンクに排水する。 

e. 溢流器 半固定式 

f. 緊急水位下降装置 空気室開放弁を開き、炉心タンク内空気室の空気を解放し

水位を下げる。 

5. 試験研究用等原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備 

へ. 計測制御系統施設の構造及び設備 

(3) 制御設備 

(ⅱ) 制御材駆動設備の個数及び構造 

制御棒駆動装置 駆動装置は固定板に固定され、制御棒は上方から炉心に挿入される。

この駆動装置は全体で 1組だけが設けられ、各架台に共通したもので

ある。固定板は運転する架台に炉室天井クレーンで移動する構造とす

る。スクラム時には、制御棒保持用電磁石電流が遮断されて制御棒は

自重により自然落下する。 

a. 個数 6本 

b. 駆動長 約 1.6m 

c. 駆動方式 電動機によるスクリューナット方式 

d. 駆動速度 0.5m/min以下 

e. 制御棒落下時間 1秒以下（スクラム信号発生から全挿入までの時間） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 記載の適正化（反

応度制御設備とし

ての水位制御の削

除） 
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5. 試験研究用等原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備 

へ. 計測制御系統施設の構造及び設備 

(3) 制御設備 

(ⅲ) 反応度制御能力 

制御棒の反応度抑制効果 

過剰反応度プラス 1%Δk/k以上 

ただし、反応度価値の最も大きな制御棒一本が固着した場合においても、炉心を

未臨界に移行することができ、かつ、未臨界を維持できるよう、最も反応度の大き

い制御棒でも全体の 1/3 を超えないものとする。 

反応度添加率（制御棒引抜き、軽水水位上昇、いずれの場合も） 

臨界近傍では、0.02%Δk/k/s以下 

 

 

 

5. 試験研究用等原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備 

へ. 計測制御系統施設の構造及び設備 

(3) 制御設備 

(ⅲ) 反応度制御能力 

制御棒の反応度抑制効果 

過剰反応度プラス 1%Δk/k以上 

ただし、反応度価値の最も大きな制御棒一本が固着した場合においても、炉心を

未臨界に移行することができ、かつ、未臨界を維持できるよう、最も反応度の大き

い制御棒でも全体の 1/3 を超えないものとする。 

反応度添加率 

臨界近傍では、0.02%Δk/k/s以下 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 記載の適正化（反

応度制御設備とし

ての水位制御の削

除） 

 

5. 試験研究用等原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備 

へ. 計測制御系統施設の構造及び設備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5. 試験研究用等原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備 

へ. 計測制御系統施設の構造及び設備 

(5) 炉心給排水設備 

軽水減速架台は次に掲げるものからなる給排水設備を設ける。 

a. 高速給水回路 高速給水ポンプ（1 台）、高速給水弁及び高速給水リミット

スイッチよりなる。 

b. 低速給水回路 低速給水ポンプ（1 台）と低速給水弁よりなる。 

c. 水位制御設備 微調整給水タンク、微調整給水弁及び微調整排水弁よりな

る。給水用のポンプは低速給水ポンプを共有する。 

d. 排水回路 ダンプ弁の開放により炉心タンク水を下のダンプタンクに

速やかに排水する。また、通常排水弁の開放により炉心タ

ンク水を下のダンプタンクに排水する。 

 

 

・ 5.ヘ.(3)の水位制

御装置の記載を新

たに 5.ヘ.(5)の炉

心給排水設備（反

応度制御機能を持

たない設備）とし

て記載 
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(5) その他の主要な事項 

［以下省略］ 

 

e. 溢流器 半固定式 

f. 緊急水位下降装置 空気室開放弁を開き、炉心タンク内空気室の空気を解放し

水位を下げる。 

 

(6) その他の主要な事項 

［変更なし］ 

 

 

 

 

 

・ 5.ヘ.（5）の番号を

5.ヘ.(6)に変更 

 

5. 試験研究用等原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備 

へ. 計測制御系統施設の構造及び設備 

(5) その他の主要な事項 

(ⅱ) 中央管理室 

中央管理室の機能等は以下のとおりとする。 

a. 臨界集合体棟の に設置し、常時

当直者が詰めるものとする。 

b. 制御室に集められる警報のうち、特に重要な警報を集め、また、制御室が使用で

きない状況であっても、非常警報による臨界実験装置のスクラム、放送等の緊急

操作を行うことができるものとする。 

 

5. 試験研究用等原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備 

へ. 計測制御系統施設の構造及び設備 

(6) その他の主要な事項 

(ⅱ) 中央管理室 

制御室に集められる警報のうち、特に重要な警報を中央管理室に集める。また、制御室

が使用できない状況であっても、非常警報による臨界実験装置のスクラム、放送等の緊急

操作を行うことができるものとする。なお、中央管理室には、常時職員等が詰めるものと

する。 

 

 

 

 

 

・ 記載の適正化（番

号の変更） 

・ 記載の適正化（中

央管理室の位置情

報の削除、記載の

簡略化） 

 

 

 

5. 試験研究用等原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備 

へ. 計測制御系統施設の構造及び設備 

(5) その他の主要な事項 

(ⅲ) 警報装置 

原子炉運転時に制御室で以下の条件で作動する警報を発する回路を設ける。 

†原子炉周期が 30秒以下になったとき 

炉心温度が 80℃を超えたとき 

 

5. 試験研究用等原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備 

へ. 計測制御系統施設の構造及び設備 

(6) その他の主要な事項 

(ⅲ) 警報装置 

原子炉運転時に制御室で以下の条件で作動する警報を発する回路を設ける。 

†原子炉周期が 30秒以下になったとき 

炉心温度が 80℃を超えたとき 

炉心タンク水位が設定値を超えたとき 

 

 

・ 記載の適正化（番

号の変更） 

 

 

 

・ 記載の適正化（記
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運転していない架台室の空間ガンマ線量率が 20μSv/hを超えたとき 

スタックの放射性ガス濃度が設定値を超えたとき 

炉室ピット水位が 20cm を超えたとき 

火災が発生したとき 

重水のレベルが設定値以下になったとき（重水タンクを使用する場合） 

†パルス状中性子発生装置又は中性子発生設備を用いた実験の際にバイパス可能 

 

運転していない架台室の空間ガンマ線量率が 20μSv/hを超えたとき 

スタックの放射性ガス濃度が設定値を超えたとき 

炉室ピット水位が 20cm を超えたとき 

火災が発生したとき 

重水のレベルが設定値以下になったとき（重水タンクを使用する場合） 

†パルス状中性子発生装置又は中性子発生設備を用いた実験の際にバイパス可能 

 

載漏れの修正） 

 

 

 

 

 

 

5. 試験研究用等原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備 

ヌ. その他原子炉の附属施設の構造及び設備 

(2) 主要な実験設備の構造 

(ⅱ) パイルオシレータ 

ドップラ係数等の測定に利用するパイルオシレータを設ける。炉心に出し入れする試料

の温度は必要に応じて変えられるものになっている。挿入する実験物の反応度は絶対値と

して 0.1%Δk/k以下に制限する。使用中に実験物が装置から外れないような構造とする。 

 

 

5. 試験研究用等原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備 

ヌ. その他原子炉の附属施設の構造及び設備 

(2) 主要な実験設備の構造 

(ⅱ) パイルオシレータ 

ドップラ係数等の測定に利用するパイルオシレータを設ける。炉心に出し入れする実験

物の温度は必要に応じて変えられるものになっている。挿入する実験物の反応度は絶対値

として 0.1%Δk/k以下に制限する。実験物を装置の中で有意に動かないように固定する。

実験物は固体とし、粉体や液体は用いない。 

 

 

 

 

 

・ 記載の適正化（用

語の統一） 

・ 実験物の制限の追

記 

 

5. 試験研究用等原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備 

ヌ. その他原子炉の附属施設の構造及び設備 

(3) その他 

炉心装荷物 

炉心の中性子束の測定等のために、実験計画に応じて挿入管を炉心に装荷する。燃料体

に貼り付ける又は軽水減速炉心の燃料板の間に挿入する照射物は使用しない。 

 

5. 試験研究用等原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備 

ヌ. その他原子炉の附属施設の構造及び設備 

(3) その他 

炉心装荷物 

炉心の中性子束の測定等のために、実験計画に応じて挿入管又は照射物若しくはその両

方を炉心に装荷する。 

 

 

 

 

 

・ 照射物の追記 

 

 

5. 試験研究用等原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備 

ヌ. その他原子炉の附属施設の構造及び設備 

(3) その他 

5. 試験研究用等原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備 

ヌ. その他原子炉の附属施設の構造及び設備 

(3) その他 
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(ⅰ) 挿入管 

種類 検出器を挿入するためのアルミニウム等の円管または角管（固体減速炉

心用、軽水減速炉心用） 

 

 

構造 軽水減速炉心用挿入管は管の下部が密封されて水が内部に入らない構

造 

設置場所 軽水減速炉心用については、管の内部に水が流入した場合であっても炉

心に反応度が加わらない場所 

 固体減速炉心用、軽水減速炉心用ともに運転中に動くことないように固

定する 

 

 

 

 

(ⅰ) 挿入管 

種類 検出器、照射物及びパルス状中性子発生装置の延長管等を挿入するため

のアルミニウム等の円管又は角管 

 ただし、固体減速炉心用、軽水減速炉心用ともに、運転中に動くことが

ないように固定する。 

構造 軽水減速炉心用挿入管は、管の下部が密封されて水が内部に入らない構

造 

反応度の添加 照射物を装荷しないとき、高濃縮ウランの燃料要素を用いる軽水減速炉

心用については、管の内部に水が流入した場合であっても、炉心に反応

度が加わらない場所に設置する。低濃縮ウランの燃料要素を用いる軽水

減速炉心用については、挿入管が破損して内部に水が流入することを考

え、水流入の前後で炉心の過剰反応度を 0.5%∆k/k以下に制限する。 

 また、照射物の装荷の有無に係わらず、軽水減速炉心での挿入管への水

流入前後の反応度変化は、絶対値で 0.5%∆k/k以下とする。 

 

 

・ 記載の適正化（5.

ハ.（1）.(ⅰ)との

整合） 

・ 設置場所の制限を

ここに記載 

 

・ 反応度の制限の追

記（設置場所の制

限は上に移動） 

 

 

 

 

 

5. 試験研究用等原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備 

ヌ. その他原子炉の附属施設の構造及び設備 

(3) その他 

 

 

 

 

 

 

 

 

5. 試験研究用等原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備 

ヌ. その他原子炉の附属施設の構造及び設備 

(3) その他 

(ⅱ) 照射物 

種類 金、カドミウム等 

 ただし、運転中に反応度の有意な変動がないように燃料体にテープ等で

貼付けて固定する。また、高濃縮ウランの燃料要素を用いる固体及び軽

水減速炉心において、照射物は用いない。 

形状 板状、線状等 

反応度の添加 低濃縮ウランの燃料要素を用いる炉心において、照射物を取り付ける前

後の反応度変化は、固体減速炉心では絶対値で 0.35%∆k/k以下、軽水減

 

 

 

・ 照射物の追記 
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速炉心では絶対値で 0.5%∆k/k以下とする。 

 また、パイルオシレータの使用、照射物の移動、挿入管の破損及びそれ

らに起因する温度上昇に伴い添加される反応度を考慮しても過剰反応

度は、常に固体減速炉心では 0.35%Δk/k以下、軽水減速炉心では 0.5%

Δk/k以下となるようにする。 

 

 

 

 

 

 

 

6. 試験研究用等原子炉施設の工事計画 

項目 

年 2016 

月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 

 

安全保護回路、警報 

回路、非常用電源設 

備等の変更 

 

    

作
業
開
始
・
完
成 

使
用
開
始 

      

 

6. 試験研究用等原子炉施設の工事計画 

項目 2022 年 2023 年 2024 年 

濃縮度 の角板、 

標準型燃料板の製作 
   

トリウム貯蔵庫の製作    
 

 

・ 工事計画の変更

（原子炉等規制法

第26条第2項の規

定により届出によ

り変更） 

 

 

 

7. 試験研究用等原子炉に燃料として使用する核燃料物質の種類及びその年間予定使用量 

イ. 燃料の種類 

濃縮ウラン（濃縮度 ） ウランアルミニウム合金 

 

 

天然ウラン 金属 

トリウム 金属又は酸化物 

 

 

7. 試験研究用等原子炉に燃料として使用する核燃料物質の種類及びその年間予定使用量 

イ. 燃料の種類 

濃縮ウラン（濃縮度 ） ウランアルミニウム合金 

濃縮ウラン（濃縮度 ） ウランモリブデン・アルミニウム分散型 

 ウランシリサイド・アルミニウム分散型 

天然ウラン 金属 

トリウム 金属又は酸化物 

 

 

 

 

 

・ 燃料物質の種類の

変更（原子炉等規

制法第26条第2項

の規定により届出

により変更） 

 

7. 試験研究用等原子炉に燃料として使用する核燃料物質の種類及びその年間予定使用量 

ロ. 年間予定使用量 

7. 試験研究用等原子炉に燃料として使用する核燃料物質の種類及びその年間予定使用量 

ロ. 年間予定使用量 

 

・ 燃料物質の年間使
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濃縮ウラン  以下（U-235量） 

 

天然ウラン 以下 

トリウム 以下 

内訳は次のとおりとする。 

 

 

(1) 固体減速炉心用 

濃縮ウラン  以下（U-235量） 

天然ウラン 以下 

トリウム 以下 

(2) 軽水減速炉心用 

濃縮ウラン  以下（U-235量） 

 

 

 

 

 

 

 

 

濃縮ウラン（濃縮度 ）  以下（U-235量） 

濃縮ウラン（濃縮度 ）  以下（U-235量） 

天然ウラン 以下 

トリウム 以下 

内訳は次のとおりとする。 

 

高濃縮ウラン炉心 

(1) 固体減速炉心用 

濃縮ウラン（濃縮度 ）  以下（U-235量）* 

天然ウラン 以下 

トリウム 以下 

(2) 軽水減速炉心用 

濃縮ウラン（濃縮度 ）  以下（U-235量）* 

* ただし、固体減速炉心及び軽水減速炉心を合わせて 未満の挿入量とする。 

 

低濃縮ウラン炉心 

(1) 固体減速炉心用 

濃縮ウラン（濃縮度 ）  以下（U-235量） 

(2) 軽水減速炉心用 

濃縮ウラン（濃縮 ）  以下（U-235量） 

 

用予定量の変更

（燃料物質の種類

の追加原子炉等規

制法第26条第2項

の規定により届出

により変更） 
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参考図 1 京都大学複合原子力科学研究所 施設配置図 

参考図 2 臨界集合体棟 1階 平面図 

参考図 3 臨界集合体棟 2階 平面図 

申請書添付参考図目録 

 

参考図 1 京都大学複合原子力科学研究所 施設配置図 

参考図 2 臨界集合体棟 1階 平面図 

参考図 3 臨界集合体棟 2階 平面図 
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参考図 4 臨界集合体棟 断面図 

参考図 5 臨界集合体棟 燃料室 平面図並びに断面図 

参考図 6 固体減速架台（A、B 架台） 概念図 

参考図 7 軽水減速架台（C架台） 概念図 

参考図 8 軽水減速架台（C架台） 断面概念図 

参考図 9 固体減速架台炉心格子板 概念図 

参考図 10 軽水減速架台炉心格子板 概念図 

参考図 11 制御棒駆動装置 概念図（固体減速架台） 

参考図 12 制御棒駆動装置 概念図（軽水減速架台） 

参考図 13 中心架台駆動装置 概念図 

 

参考図 14 固体減速架台用燃料集合体 概念図 

 

参考図 15 標準型燃料板支持フレーム 

 

参考図 16 定置式放射線監視装置（信号及び指令系統図） 

参考図 17 中性子発生設備 概念図 

参考図 18 核計装系統図 

参考図 19 バードケージ 概念図（標準型燃料板用） 

参考図 20 バードケージ 概念図（角板用） 

参考図 21 重水タンク 概念図 

参考図 22 液体廃棄物の廃棄設備 系統図 

 

 

 

 

参考図 4 臨界集合体棟 断面図 

参考図 5 臨界集合体棟 燃料室 平面図並びに断面図 

参考図 6 固体減速架台（A、B 架台） 概念図 

参考図 7 軽水減速架台（C架台） 概念図 

参考図 8 軽水減速架台（C架台） 断面概念図 

参考図 9 固体減速架台炉心格子板 概念図 

参考図 10 軽水減速架台炉心格子板 概念図 

参考図 11 制御棒駆動装置 概念図（固体減速架台） 

参考図 12 制御棒駆動装置 概念図（軽水減速架台） 

参考図 13 中心架台駆動装置 概念図 

参考図 14 燃料要素 水平垂直断面図 

参考図 15 固体減速架台用燃料集合体 概念図 

参考図 16 固体減速架台用燃料集合体 水平垂直断面図 

参考図 17 標準型燃料板支持フレーム 

参考図 18 軽水減速架台用燃料集合体 水平垂直断面図 

参考図 19 定置式放射線監視装置（信号及び指令系統図） 

参考図 20 中性子発生設備 概念図 

参考図 21 核計装系統図 

参考図 22 バードケージ 概念図（標準型燃料板用） 

参考図 23 バードケージ 概念図（角板用） 

参考図 24 重水タンク 概念図 

参考図 25 液体廃棄物の廃棄設備 系統図 

参考図 26 パイルオシレータ 概念図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 参考図の追加 

・ 図番号の変更 

・ 参考図の追加 

・ 図番号の変更 

・ 参考図の追加 

・ 図番号の変更 

・ 図番号の変更 

・ 図番号の変更 

・ 図番号の変更 

・ 図番号の変更 

・ 図番号の変更 

・ 図番号の変更 

・ 参考図の追加 
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参考図 1 京都大学原子炉実験所 施設配置図 

 

 

 

 

 

 

 

参考図 1 京都大学複合原子力科学研究所 施設配置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 記載の適正化（中

央管理室の位置情

報の消去） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 記載の適正化（事

業所名修正） 
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参考図 14 燃料要素 水平垂直断面図 

 

 

・ 参考図の追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈図面省略〉 

参考図 14 固体減速架台用燃料集合体 概念図 

 

 

〈変更なし〉 

参考図 15 固体減速架台用燃料集合体 概念図 

 

 

 

・ 図番号の変更 
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参考図 16 固体減速架台用燃料集合体 水平垂直断面図 

 

 

・ 参考図の追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈図面省略〉 

参考図 15 標準型燃料板支持フレーム 

 

 

〈変更なし〉 

参考図 17 標準型燃料板支持フレーム 

 

 

 

・ 図番号の変更 
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参考図 18 軽水減速架台用燃料集合体 水平垂直断面図 

 

 

・ 参考図の追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈図面省略〉 

参考図 16 定置式放射線監視装置（信号及び指令系統図） 

 

 

〈変更なし〉 

参考図 19 定置式放射線監視装置（信号及び指令系統図） 

 

 

 

・ 図番号の変更 
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〈図面省略〉 

参考図 17 中性子発生設備 概念図 

 

 

〈変更なし〉 

参考図 20 中性子発生設備 概念図 

 

 

 

・ 図番号の変更 

 

 

〈図面省略〉 

参考図 18 核計装系統図 

 

 

〈変更なし〉 

参考図 21 核計装系統図 

 

 

 

・ 図番号の変更 

 

 

〈図面省略〉 

参考図 19 バードケージ 概念図（標準型燃料板用） 

 

 

〈変更なし〉 

参考図 22 バードケージ 概念図（標準型燃料板用） 

 

 

 

・ 図番号の変更 

 

 

〈図面省略〉 

参考図 20 バードケージ 概念図（角板用） 

 

 

〈変更なし〉 

参考図 23 バードケージ 概念図（角板用） 

 

 

 

・ 図番号の変更 

 

 

〈図面省略〉 

参考図 21 重水タンク 概念図 

 

 

〈変更なし〉 

参考図 24 重水タンク 概念図 

 

 

 

・ 図番号の変更 

 

 

〈図面省略〉 

参考図 22 液体廃棄物の廃棄設備 系統図 

 

 

 

〈変更なし〉 

参考図 25 液体廃棄物の廃棄設備 系統図 

 

 

 

 

・ 図番号の変更 
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参考図 26 パイルオシレータ 概念図 

 

 

・ 参考図の追加 
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(2) 添付書類八（主要な変更箇所のみ抜粋） 

令和 3 年 3 月 30 日付け原規規発第 2103302 号をもって承認された 

京都大学複合原子力科学研究所原子炉設置変更承認申請書（臨界実験装置の変更）本文 

令和 4 年 4 月 28 日付け原規規発第 2204282 号をもって承認された 

京都大学複合原子力科学研究所原子炉設置変更承認申請書（臨界実験装置の変更）本文 
備考 

8-2 原子炉本体の構造及び設備 

8-2-1 炉心 

8-2-1-5 その他の制限 

 

(1) 固体減速炉心は室温で使用し、人為的に炉心温度の昇降は行わない。ただし、パ

イルオシレータ使用時の実験用試料温度は局部的に-270℃～1000℃の間で可変で

あり、周辺の炉心部へ伝わり難いよう断熱構造とする。 

(2) 固体減速炉心において中心架台が下限の状態で炉心開口部に異物が落下すること

により臨界となることを防ぐため、固体減速炉心の中心架台には燃料要素を含む

少なくとも 1 体の燃料集合体を装荷する。ただし過剰反応度が負の場合は除く。 

(3) 固体減速炉心に装荷する燃料集合体及び反射体の最上部及び最下部には耐火性を

持たせるため厚さ 5cm 以上の黒鉛又は金属を装填することとする。ただし、検出

器等の挿入孔のある集合体等で設置できない場合を除く。さらに、炉心周辺の最

低 1 層は耐火性を持つ黒鉛又は金属を入れたさや管で囲むこととする。ただし、

パルス状中性子発生装置及び中性子発生設備のターゲット付近の一部は除く。 

 

 

 

 

 

 

 

8-2 原子炉本体の構造及び設備 

8-2-1 炉心 

8-2-1-5 その他の制限 

8-2-1-5-1 高濃縮ウラン炉心 

(1) 固体減速炉心は室温で使用し、人為的に炉心温度の昇降は行わない。ただし、パ

イルオシレータ使用時の実験物温度は、局部的に-270℃～1000℃の間で可変であ

り、周辺の炉心部へ伝わり難いよう断熱構造とする。 

(2) 固体減速炉心において、中心架台が下限の状態で炉心開口部に異物が落下するこ

とにより臨界となることを防ぐため、固体減速炉心の中心架台には、燃料要素を

含む少なくとも 1 体の燃料集合体を装荷する。ただし過剰反応度が負の場合は除

く。 

(3) 固体減速炉心に装荷する燃料集合体及び反射体の最上部及び最下部には、耐火性

を持たせるため、厚さ 5cm 以上の黒鉛又は金属を装填することとする。ただし、

検出器等の挿入孔のある集合体等で設置できない場合を除く。さらに、炉心周辺

の最低 1 層は、耐火性を持つ黒鉛又は金属を入れたさや管で囲むこととする。た

だし、パルス状中性子発生装置及び中性子発生設備のターゲット付近の一部は除

く。 

 

8-2-1-5-2 低濃縮ウラン炉心 

(1) 固体減速炉心は室温で使用し、人為的に炉心温度の昇降は行わない。ただし、パ

イルオシレータ使用時の実験物温度は、局部的に-270℃～1000℃の間で可変であ

り、周辺の炉心部へ伝わり難いよう断熱構造とする。 

 

 

 

・ 炉心の書分け 

 

・ 記載の適正化 

 

 

 

 

 

・ 記載の適正化 

・ 記載の適正化 

 

・ 記載の適正化 

 

 

 

・ 低濃縮炉心の制限

の追記 
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(2) 固体減速炉心において、中心架台が下限の状態で炉心開口部に異物が落下するこ

とにより臨界となることを防ぐため、固体減速炉心の中心架台には、燃料要素を

含む少なくとも 1 体の燃料集合体を装荷する。ただし過剰反応度が負の場合は除

く。 

(3) 固体減速炉心に装荷する燃料集合体及び反射体の最上部及び最下部には、耐火性

を持たせるため、厚さ 5cm 以上の黒鉛又は金属を装填することとする。ただし、

検出器等の挿入孔のある集合体等で設置できない場合を除く。さらに、炉心周辺

の最低 1 層は、耐火性を持つ黒鉛又は金属を入れたさや管で囲むこととする。た

だし、パルス状中性子発生装置及び中性子発生設備のターゲット付近の一部は除

く。 

(4) 低濃縮ウランの燃料要素を用いて固体減速炉心用燃料集合体を構成する場合、角

板とポリエチレン板の組み合わせは、角板 1枚と 11/16インチ厚ポリエチレン板

の組み合わせ（H/U-235 の原子数比の最も大きなもの）から、角板 2 枚と 1/8 イ

ンチ厚ポリエチレン板の組み合わせ（H/U-235 の原子数比の最も小さなもの）ま

での範囲とする。また、ポリエチレン板は、1/8 インチ厚と 1/16インチ厚のもの

以外は使用しない。 

(5) 低濃縮ウランの燃料要素を用いて固体減速炉心用燃料集合体を構成する場合、角

板とポリエチレン板の組み合わせは、1種類のみとする。 

(6) 低濃縮ウランの燃料要素を用いて固体減速炉心用燃料集合体を構成する場合、角

板とポリエチレン板が組み合わされる領域の高さは、31cm 以上、47cm 以下とす

る。ただし、過剰反応度調整のための燃料集合体では、それが 30cm 以下となるも

のも 2 体までは使用してもよいが、制御棒に隣接して配置しない。 

(7) 低濃縮ウランの燃料要素を用いて固体減速炉心用燃料集合体を構成する場合、角

板とポリエチレン板が組み合わされる領域の上部及び下部には、25cm厚以上のポ

リエチレン反射材を装填する。 

(8) 低濃縮ウランの燃料要素を用いて固体減速炉心を構築する場合、炉心は、１種類
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の H/U-235 の原子数比の燃料集合体のみを使用する単一炉心とする。 

(9) 低濃縮ウランの燃料要素を用いて固体減速炉心を構築する場合、炉心周囲には、

3 層以上のポリエチレン反射体を装荷する。ただし、検出器等の挿入のためにポ

リエチレン反射体が装荷できない場合を除く。 

(10) 低濃縮ウランの燃料要素を用いて固体減速炉心を構築する場合、天然ウラン及び

トリウムの燃料要素は使用しない。また、黒鉛は、減速材及び反射材として使用

しない。 

(11) 低濃縮ウランの燃料要素を用いて固体減速炉心を構築する場合、炉心に対して水

平方向に線対称となるように制御棒を配置する。 

(12) 低濃縮ウランの燃料要素を用いて軽水減速炉心用燃料集合体を構成する場合、支

持フレームへの標準型燃料板装填ピッチは、約 3mm、約 3.5mm、約 4.5mm 及び約

6mm の 4種類とする。 

(13) 低濃縮ウランの燃料要素を用いて軽水減速炉心を構築する場合、炉心は、1 種類

の標準型燃料板装填ピッチの燃料集合体のみを使用する。 

(14) 低濃縮ウランの燃料要素を用いて 2 分割軽水減速炉心を構築する場合、約 4.5mm

又は約 6.0mm の標準型燃料板装填ピッチの燃料集合体のみを使用する。 

(15) 低濃縮ウランの燃料要素を用いて軽水減速炉心を構築する場合、燃料集合体は、

4 列又は 5 列に配列する。ただし、約 6.0mm の標準型燃料板装填ピッチの燃料集

合体を使用する 2 分割炉心については、4 列のみとする。 

(16) 低濃縮ウランの燃料要素を用いて 2 分割軽水減速炉心を構築する場合、燃料集合

体は、分割面に対して対称に配置する。分割幅は、15cm 以下とする。 

(17) 低濃縮ウランの燃料要素を用いて軽水減速炉心を構築する場合、各列の標準型燃

料板の装填枚数の総数の差異は、2枚以内とする。 

(18) 低濃縮ウランの燃料要素を用いて軽水減速炉心を構築する場合、重水は、反射材

として使用しない。 

(19) 低濃縮ウランの燃料要素を用いて軽水減速炉心を構築する場合、炉心に対して水
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平方向に線対称となるように制御棒を配置する。ただし、2 分割炉心においては、

分割面の中心点に対して点対称となるように制御棒を配置しても良いこととす

る。 

 

 

 

 

 

8-3 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設の構造及び設備 

8-3-1 核燃料物質取扱施設の構造 

燃料を原子炉施設に搬入し、炉心に装荷するまで、及び燃料を炉心から取出し並びに原子

炉施設から搬出するまでの取扱を行うことができる核燃料物質の取扱施設を設けるものとす

る。 

核燃料物質の取扱施設として燃料室に燃料体の組立解体場所を設ける。燃料体の組立及び

解体は、全て作業員の手作業で行い、確実に把持して燃料体の落下を防止するものとする。

組立解体場所では、同時に取扱うことのできる燃料枚数もしくは燃料体数を制限することで、

臨界に達するおそれのないものとする。 

なお、本原子炉施設は低出力の炉であり、燃料の燃焼及び核分裂生成物の蓄積は無視しう

るほど小さい。このため、崩壊熱の除去及び燃料の冷却は考慮しない。また、放射線に対す

る遮蔽能力については、作業状況に応じて適宜、仮設遮蔽を設けることで対応するものとす

る。燃料取扱場所に燃料室モニタを設け、放射線量が設定値を超えたときには現場及び制御

室で警報を発する設計とする。 

 

8-3 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設の構造及び設備 

8-3-1 核燃料物質取扱施設の構造 

燃料を原子炉施設に搬入し、炉心に装荷するまで、及び燃料を炉心から取出し並びに原子

炉施設から搬出するまでの取扱を行うことができる核燃料物質の取扱施設を設けるものとす

る。 

燃料室に燃料体の組立解体場所を設定し、核燃料物質の取扱設備として作業机を設ける。

燃料体の組立及び解体は、全て作業員の手作業で行い、確実に把持して燃料体の落下を防止

するものとする。組立解体場所では、同時に取扱うことのできる燃料要素枚数もしくは燃料

集合体数を制限することで、臨界に達するおそれのないものとする。 

なお、本原子炉施設は、低出力の炉であり、燃料の燃焼及び核分裂生成物の蓄積は無視し

うるほど小さい。このため、崩壊熱の除去及び燃料の冷却は考慮しない。また、放射線に対

する遮蔽能力については、作業状況に応じて適宜、鉛エプロンを着用する、あるいは仮設遮

蔽を設けることで対応するものとする。燃料取扱場所に燃料室モニタを設け、放射線量が設

定値を超えたときには現場及び制御室で警報を発する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

・ 記載の適正化（燃

料体の組立解体場

所、作業机の追記） 

 

 

 

・ 作業者に対する放

射線障害防止の手

段の追記 

 

8-3 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設の構造及び設備 

8-3-2 核燃料物質貯蔵施設の構造及び貯蔵能力 

燃料室に の棚をもつ貯蔵棚を設け、バードケージに収納した核燃料物質を

貯蔵する。固体減速炉心用燃料要素（角板）は、 の 1バードケー

ジ/1ユニット方式で、U-235量にして 以下の濃縮ウランを入れる。軽水減速炉心用

燃料要素は、 の 1バードケージ/2ユニット方式で、U-235量にし

て 以下の濃縮ウランを入れる。全体で U-235量にして まで貯蔵できる。これ

8-3 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設の構造及び設備 

8-3-2 核燃料物質貯蔵施設の構造及び貯蔵能力 

燃料室に の棚をもつ燃料貯蔵棚を設け、バードケージに収納したウランの

燃料要素を貯蔵する。固体減速炉心用のウランの燃料要素（角板）は、

の 1バードケージ/1ユニット方式で、U-235量にして 以下を入れる。軽水減速

炉心用のウランの燃料要素は、 の 1バードケージ/2ユニット方式

で、U-235量にして 以下を入れる。これは、TID-70163)の Table 6に示されている輸

 

 

・ 記載の適正化（対

象の明確化、4 箇

所） 
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は TID-70163)の Table 6輸送用バードケージの U-235密度の約 7分の 1 に相当する。 

 

 

 

 

 

 

また、貯蔵棚は炉心から全ての燃料を取出し、貯蔵したとしても十分に余裕のある容量を

有するものとする。バードケージは複数のバードケージが近接、又は浸水、若しくは物理的

に収納可能な枚数の濃縮ウランを収納しても臨界とはならない構造とする。バードケージは

作業員が手で操作するか、又はフォークリフトで操作する。 

 

なお、本原子炉施設は低出力の炉であり、燃料の燃焼及び核分裂生成物の蓄積は無視しう

るほど小さい。このため、崩壊熱の除去及び燃料の冷却は考慮しない。また、放射線に対す

る遮蔽能力については、作業状況に応じて適宜、仮設遮蔽を設けることで対応するものとす

る。燃料板はバードケージに収納して保管する。バードケージは燃料収納部の周りに枠が取

り付けられており、バードケージ同士を隣接させた場合であっても、燃料収納部間に十分な

隔離距離がとれる構造となっている。バードケージには燃料板の種類毎に収納可能な枚数を

定め、かつ反射材及び減速材と隔離して貯蔵することで、実効増倍率 keff=0.95未満の未臨界

を確実に担保するものとする。また、バードケージを納める燃料棚は、バードケージ毎に十

分な隔離距離を設け、臨界に達するおそれのない配置とする。 

 

また、バードケージは、物理的に収納可能な最大枚数まで燃料板を収納し、かつ、その状

態のバードケージが完全に水没した状態で三次元的に無限に隣接した場合であっても、臨界

に達するおそれはない設計とする。 

 

送用バードケージの U-235 の密度の未臨界限度の約 1/7 に相当し、モンテカルロ計算コード

MCNP5)による解析によっても、臨界に達するおそれはないことを確認している。燃料貯蔵棚

には、全体としての燃料貯蔵棚の貯蔵量は、U-235量にして までである。そのうち、

高濃縮ウランの燃料要素については、U-235 量にして 未満である。トリウムの燃料要素

は、トリウム貯蔵庫に貯蔵する。燃料室にトリウムは まで貯蔵できる。また、燃料貯

蔵棚及びトリウム貯蔵庫は、炉心から全ての燃料要素を取出し、貯蔵したとしても、十分に

余裕のある容量を有するものとする。 

バードケージは、物理的に収納可能な最大枚数までウランの燃料要素を収納し、かつ、そ

の状態のバードケージが完全に水没した状態で無限に隣接、又はトリウム貯蔵庫に隣接して

も臨界に達するおそれはない構造とする。バードケージは、作業員が手で、又はフォークリ

フトで操作する。トリウム貯蔵庫は、物理的に収納可能な最大量までトリウムの燃料要素を

収納した場合においても、臨界に達するおそれがない構造とする。 

なお、本原子炉施設は低出力の炉であり、燃料の燃焼及び核分裂生成物の蓄積は無視しう

るほど小さい。このため、崩壊熱の除去及び燃料の冷却は、考慮しない。また、作業中の放射

線に対する遮蔽については、作業状況に応じて適宜、鉛エプロンを着用する、あるいは仮設

遮蔽を設けることで対応するものとする。ウランの燃料要素は、バードケージに収納して保

管する。バードケージは、燃料要素収納部の周りに枠が取り付けられており、バードケージ

同士を隣接させた場合であっても、燃料要素収納部間に十分な隔離距離がとれる構造となっ

ている。バードケージには、ウランの燃料要素の種類毎に収納可能な枚数を定め、かつ、反

射材、減速材及びトリウム貯蔵庫と隔離して貯蔵することで、実効増倍率 keff=0.95未満の未

臨界を確実に担保するものとする。また、バードケージを納める燃料棚は、バードケージ毎

に十分な隔離距離を設け、臨界に達するおそれのない配置とする。 

 

 

 

固体減速炉心用燃料要素と軽水炉心用燃料要素は、同じバードケージに収納しないことと

 

・ MCNPによる評価の

追記 

・ 高濃縮燃料貯蔵量

の削減 

・ トリウム貯蔵庫の

追記 

 

・ ウラン貯蔵の未臨

界性の追記 

 

・ トリウム貯蔵の未

臨界性の追記 
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する。また、濃縮度が異なるウランの燃料要素は、同じバードケージに収納しないこととす

る。 

トリウム貯蔵庫は、不燃性の材料を用いるとともに、内部に納めた燃料要素からの放射線

に対して適切な遮蔽能力を有するよう設計する。また、トリウム貯蔵庫は、その健全性及び

能力を確認するため、試験研究用原子炉の運転中又は停止中に試験又は検査ができる設計と

する。 

 

・ 異種燃料との混在

貯蔵を禁止する制

限の追記 

・ トリウム貯蔵庫の

追記 

 

 

8-5 計測制御系統施設の構造及び設備 

8-5-4 反応度制御設備 

8-5-4-3 水位制御装置 

水位制御装置は、軽水減速架台に取りつけられ、炉心給水装置を兼ねるもので、高速給

水回路、低速給水回路、水位制御設備、排水回路、溢流器及び緊急水位下降装置から成っ

ている。 

 

(1) 高速給水回路 

高速給水ポンプ及び高速給水弁よりなる。炉心タンク内に半固定式リミットスイッ

チ（高速給水リミットスイッチ）が設けられ、給水はその水位で自動的に停止する。 

(2) 低速給水回路 

低速給水ポンプと低速給水弁よりなる。高速給水停止の半固定式リミットスイッチ

の作動に関わらず、給水することができる。給水速度は高速給水回路の 1/2 以下とす

る。 

(3) 水位制御設備 

微調整給水は、微調整給水弁の操作及び低速給水ポンプにより微調整給水タンクを

介して炉心タンクに微量給水する。 

微調整排水は、微調整排水弁の操作により炉心タンクから微量排水する。 

(4) 排水回路 

8-5 計測制御系統施設の構造及び設備 

 

8-5-6 炉心給排水設備 

給排水設備は軽水減速架台に取りつけられ、高速給水回路、低速給水回路、水位制御設

備、排水回路、溢流器及び緊急水位下降装置から成っている。 

 

 

(1) 高速給水回路 

高速給水ポンプ及び高速給水弁よりなる。炉心タンク内に半固定式リミットスイッ

チ（高速給水リミットスイッチ）が設けられ、給水はその水位で自動的に停止する。 

(2) 低速給水回路 

低速給水ポンプと低速給水弁よりなる。高速給水停止の半固定式リミットスイッチ

の作動に関わらず、給水することができる。給水速度は、高速給水回路の 1/2 以下とす

る。 

(3) 水位制御設備 

微調整給水は、微調整給水弁の操作及び低速給水ポンプにより、微調整給水タンクを

介して炉心タンクに微量給水する。 

微調整排水は、微調整排水弁の操作により、炉心タンクから微量排水する。 

(4) 排水回路 

 

・ 水位制御装置を 8-

5-4節から削除し、

反応度制御設備で

はなく炉心給排水

設備として 8-5-6

節に移動 
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ダンプ弁の開放により、炉心タンク水を下のダンプタンクに速やかに排水する。ま

た、通常排水弁の開放により炉心タンク水を下のダンプタンクに排水する。 

(5) 溢流器 

炉心タンク水位の異常上昇を機械的に防止するもので、炉心により設定水位を変更

できるようになっている。 

(6) 緊急水位下降装置 

空気室開放弁を開き、炉心タンク内空気室の空気を解放し水位を下げる。 

 

ダンプ弁の開放により、炉心タンク水を下のダンプタンクに速やかに排水する。ま

た、通常排水弁の開放により、炉心タンク水を下のダンプタンクに排水する。  

(5) 溢流器 

炉心タンク水位の異常上昇を機械的に防止するもので、炉心により設定水位を変更

できるようになっている。 

(6) 緊急水位下降装置 

空気室開放弁を開き、炉心タンク内空気室の空気を解放し水位を下げる。 
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(3) 添付書類九 

令和 3 年 3 月 30 日付け原規規発第 2103302 号をもって承認された 

京都大学複合原子力科学研究所原子炉設置変更承認申請書（臨界実験装置の変更）本文 

令和 4 年 4 月 28 日付け原規規発第 2204282 号をもって承認された 

京都大学複合原子力科学研究所原子炉設置変更承認申請書（臨界実験装置の変更）本文 
備考 

9-2 放射性廃棄物の廃棄 

9-2-6 破損燃料の取扱い 

核燃料の破損が検出された場合には密封し、燃料室内のバードケージに保管する。 

 

 

 

 

9-2 放射性廃棄物の廃棄 

9-2-6 破損燃料の取扱い 

ウランの燃料要素の破損が検出された場合には、密封し、燃料室内のバードケージに保管する。

トリウムの燃料要素の破損が検出された場合には、密封し、燃料室内のトリウム貯蔵庫に保管す

る。 

 

 

 

 

・ 記載の適正化 

・ トリウム燃料要素

が破損した場合の

処置方法の追記 
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(4) 添付書類十（主要な変更箇所のみ抜粋） 

令和 3 年 3 月 30 日付け原規規発第 2103302 号をもって承認された 

京都大学複合原子力科学研究所原子炉設置変更承認申請書（臨界実験装置の変更）本文 

令和 4 年 4 月 28 日付け原規規発第 2204282 号をもって承認された 

京都大学複合原子力科学研究所原子炉設置変更承認申請書（臨界実験装置の変更）本文 
備考 

10-3 設計基準事故の解析 

10-3-2 燃料落下又は燃料誤装荷 

10-3-2-1 発生状況及び防止対策 

炉心配置変更の際に燃料集合体を計画外の位置に誤って装荷した場合、炉心に反応度が投

入され原子炉出力が上昇するため燃料、減速材の温度が上昇して許容設計限界を超える可能

性がある。誤装荷を防止し、あるいは万一発生した場合でもその影響を限定するとともに、

その波及を制限するために、次のような対策を講じている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10-3 設計基準事故の解析 

10-3-2 燃料落下又は燃料誤装荷 

10-3-2-1 発生状況及び防止対策 

炉心配置変更の際に燃料集合体を計画外の位置に誤って装荷した場合、炉心に反応度が異

常に投入される可能性があるが、以下に示すように固体減速炉心、軽水減速炉心とも未臨界

状態を保つことができる。 

 

固体減速炉心については炉心配置変更の際に制御棒は 3 本が全挿入、3 本が全引抜きとし、

作業前に中心架台が下限の状態であることを確認した後に作業を行っている。この状態で燃

料集合体 1 体を追加で誤装荷してしまった場合を考える。低濃縮燃料を用いた代表炉心（第

8-2-1 図～第 8-2-2 図）のうち、同じ燃料セルの炉心のうち 1 体の燃料集合体の反応度が大

きな高さ 50cm の各炉心について、燃料集合体を 1 体誤って追加で作成してしまい、燃料体周

囲のポリエチレン反射体を 1 体取出して燃料集合体を追加で装荷したとする。中心架台は第

8-2-1図～第 8-2-2図の高さ 50cm の炉心の図面の一番上側の中央 3 体の燃料集合体と 6体の

ポリエチレン反射体を含む 3×3体で構成されていると考える（例として第10-3-1図に L5.5P-

50 炉心の燃料集合体の配置、燃料誤装荷位置、中心架台の位置を示す）。各炉心について、燃

料誤装荷時の最も大きな反応度とその炉心の中心架台の反応度を第 10-3-1表に示す。全ての

炉心において中心架台の反応度は燃料の反応度に比べて十分に大きな値となっており、炉心

配置変更時に燃料集合体を 1 体誤装荷してしまっても中心架台が下限であれば炉心は十分に

深い未臨界の状態を保つことができることが判る。また、中心架台に 1 体の燃料集合体を装

荷した低濃縮燃料を用いた L5.5P-50 炉心及び L2P-50 炉心について（第 10-3-2図、制御棒位

置に中心架台を構成できると仮定）、燃料集合体を 1 体誤装荷してしまった場合の実効増倍率
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核物質防護上の理由により一部マスキング 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

を第 10-3-2 表に示す。ただし燃料集合体は第 10-3-2 図に示すような最も反応度が大きくな

る位置に誤装荷したとする。中心架台に 1 体の燃料集合体を装荷した場合において中心架台

が下限であれば、燃料を誤装荷しても炉心は未臨界の状態を保つことができることが判る。 

また軽水減速炉心については炉心配置変更の際に減速材である軽水が炉心に無いことを確

認した後に作業を行っており、臨界となることはない。 

 

［図省略］ 

第 10-3-1図 L5.5P-50 炉心（低濃縮ウラン炉心） 

（〇の数字は燃料集合体の誤装荷を想定した位置、 

太線は燃料体 3 体とポリエチレン反射体 6体を装荷した中心架台） 

 

第 10-3-1表 燃料集合体の誤装荷による反応度、および中心架台の反応度 

（低濃縮ウラン炉心） 

［表省略］ 

 

第 10-3-2表 中心架台に 1 体の燃料集合体を装荷した炉心に 

燃料集合体を 1 体誤装荷した場合の実効増倍率（低濃縮ウラン炉心） 

［表省略］ 

 

［図省略］ 

第 10-3-2図 中心架台(太枠の 3×3)に 1 体の燃料集合体を装荷した 

L5.5P-50 炉心及び L2P-50 炉心の炉心配置図 

中心架台は引き抜かれた制御棒も含めた位置 

（低濃縮ウラン炉心、太線で囲んだ 3×3領域が中心架台） 

燃料体の周囲の白地○は引き抜かれた制御棒、網掛けの○は挿入された制御棒、◎は燃料誤装荷位

置 
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(1) 燃料集合体の作成は運転指令書に基づいて実施しており、余分の燃料集合体を製作

するためには運転指令書に記載された以上の枚数の燃料要素をバードケージより取

り出す必要があるため、誤って燃料集合体を製作する可能性は低い。 

 

 

(2) 炉心への燃料集合体の装荷時においては現場の作業員、及び制御室の運転員が連絡

を取りあい、運転指令書と燃料集合体の装荷位置を互いに確認しながら誤操作を起

こすことがないように注意して作業を実施している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 急激な反応度印加に伴い炉周期が 15 秒以下になれば一せい挿入、10 秒以下になれ

ばスクラムが作動し原子炉は自動停止する。また出力が線型出力計の各レンジの

110%以上のとき一せい挿入、120%以上のときスクラムが作動し原子炉は自動停止す

る。 

 

 

 

また、誤装荷を防止するため、次のような対策を講じている。 

 

(1) 燃料集合体の作成は、運転指令書に基づいて複数の作業員が実施しており、バード

ケージから運転指令書に記載された枚数の燃料要素を取り出すようにしている。ま

たバードケージを燃料棚に格納する前にはバードケージ内に保管されている燃料要

素枚数を必ず確認しており、定められた枚数以上の燃料要素を取り出すことはない

ため、誤って追加の燃料集合体を作成する可能性は極めて低い。 

(2) 炉心への燃料集合体の装荷時においては、現場の作業員と制御室の運転員が連絡を

取りあい、運転指令書と燃料集合体の装荷位置を声に出して互いに確認しながら、

誤操作を起こすことがないように注意して作業を実施している。なお、固体減速炉

心の場合、燃料集合体には燃料であることを示す燃料名称をさや管表面に記載する

こと、および上部キャップにマーキングすることで反射体と明確に識別できるよう

にしている。また運転指令書に記載した燃料集合体の配置を炉心横に置いたすぐに

目に入る燃料配置ボードに表示して、燃料装荷作業時に他の運転員は燃料配置ボー

ドを見ながら作業を補助することで燃料配置の誤操作がないことを確認している。

装荷終了後には燃料集合体の配置が運転指令書に記載した配置と一致していること

を再度確認しているため、燃料集合体を誤装荷した状態で原子炉を起動（中性子源

を挿入した後、中心架台上昇または炉心タンクへの給水の操作）してしまう可能性

は極めて低い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 燃料集合体の誤装

荷を防止する手順

の追記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

参考資料-37 

核物質防護上の理由により一部マスキング 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上より設計基準事故の解析においては「燃料落下又は燃料誤装荷による反応度の異常な

投入」の解析は実施しないものとする。 

炉心配置変更時に燃料集合体を１体誤装荷してしまっても、固体減速炉心については中心

架台の反応度が核的制限値の 1%Δk/k 以上あり、さらに中心架台に燃料集合体が 1 体以上装

荷されていれば臨界となることはないこと、燃料を誤装荷してしまった場合であっても原子

炉の起動前に気付くことができるため、設計基準事故である反応度の異常な投入となる可能

性は極めて低いことから、「燃料落下又は燃料誤装荷」の事象は炉心には著しい損傷が発生す

るおそれがないものであり、当該設計基準事故以外の事故に至るおそれがある異常は生じな

いものである。 
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10-3 設計基準事故の解析 

10-3-2 燃料落下又は燃料誤装荷 

10-3-2-2 設計基準事故の解析 

［以下省略］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 10-3-2-2節は削除 

 

 

10-3 設計基準事故の解析 

10-3-2 燃料落下又は燃料誤装荷 

10-3-2-3 解析結果 

［以下省略］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 10-3-2-3節は削除 

 

 

 

 

以上 




